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わが国の防衛政策の基本と
新防衛大綱、新中期防など2第　　章

新たな防衛力の実現に向けて
　新防衛大綱に盛り込まれた、新たな脅威や多様な事態へ

の実効的な対応などを重視した多機能で弾力的な実効性の

ある防衛力を構築するとの考え方に沿った新たな防衛力の

実現に向けた道筋をつける。

　２章３節では、新中期防と平成17年度の防衛力整備の概

要などについて説明する。

新たな防衛構想
　わが国を取り巻く安全保障環境が大きく変化したことなどを踏まえ、

51大綱、07大綱に引き続き、昨年12月に新防衛大綱が安全保障会議と

閣議で決定された。

　新防衛大綱では、安全保障の基本的な考え方（２つの目標、３つの

アプローチ）を明示するとともに、新たな防衛力の考え方（「抑止効果」

重視から「対処能力」を重視した防衛力への転換）が明示された。

　２章１節で、わが国の安全保障を確保する方策、憲法と自衛権の関

係、防衛政策の基本について説明し、２章２節では、新防衛大綱につ

いて、策定の背景を踏まえ詳しく説明する。

日米安全保障体制と関連する諸施策
　日米間においては、日米共同訓練など平素から協力関係

を強化するとともに、在日米軍の兵力構成の見直しを含む

米国との戦略的な対話に主体的に取り組んでおり、本年２

月の「２プラス２」会合の共同発表に盛り込まれた共通の

戦略目標の下で、日米双方の安全保障政策の見直しを踏ま

えた自衛隊と米軍の役割・任務・能力、在日米軍の兵力構

成の見直しについての議論を行っている。

　２章５節では、わが国の安全保障にとっての日米安保体

制の今日における意義や役割とその実効性を確保し、信頼

性を向上させるための諸施策について説明する。

統合運用体制への移行
　新たな脅威や多様な事態に迅速かつ効果的に対応するこ

とができるよう、各自衛隊を一体的、有機的に運用する統

合運用体制を強化するため、既存の組織などを見直し、効

率化を図り、防衛庁長官の補佐機構として統合幕僚監部を

新設、情報本部を長官の直轄組織とするなど、必要な体制

を整備する。

　２章４節では、統合運用の必要性、平成17年度における

事業などについて説明する。
輸送艦「くにさき」の甲板上で輸送ヘリコプター（CH-47JA）の搭載作業を
協同して行う陸自隊員と海自隊員

艦隊集合訓練を行う護衛艦

飛行訓練を行う輸送ヘリコプター（CH-47JA）

警戒監視を行う早期警戒管制機（E-767）

大野防衛庁長官とラムズフェルド米国防長官との協議共同訓練を行う海上自衛隊と米海軍の艦艇

「２プラス２」会合における日米閣僚


